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(57)【要約】
【課題】視野角制御手段として調光フィルムを備える液
晶表示装置において、ニュートンリングの発生を抑制す
ること。
【解決手段】光透過性基材と、該光透過性基材の一方の
側に設けられた透明電極層と、他方の側に設けられた第
１のハードコート層と、を有する透明電極層付基材であ
って、
　該第１のハードコート層が、硬化樹脂膜と該硬化樹脂
膜中に分散した粒子とを含み、
　該第１のハードコート層表面において、１ｍｍ２の単
位面積に存在する該粒子数が１５００以上である、透明
電極層付基材；該透明電極層付基材を用いた調光フィル
ム；および、該調光フィルムを用いた液晶表示装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光透過性基材と、該光透過性基材の一方の側に設けられた透明電極層と、他方の側に設
けられた第１のハードコート層と、を有する透明電極層付基材であって、
　該第１のハードコート層が、硬化樹脂膜と該硬化樹脂膜中に分散した粒子とを含み、
　該第１のハードコート層表面において、１ｍｍ２の単位面積に存在する該粒子数が１５
００以上である、透明電極層付基材。
【請求項２】
　ヘイズ値が、２．０以上である、請求項１に記載の透明電極層付基材。
【請求項３】
　前記光透過性基材と前記透明電極層との間に、屈折率調整層が設けられている、請求項
１または２に記載の透明電極層付基材。
【請求項４】
　前記光透過性基材が、７０μｍ以下の厚みを有する、請求項１から３のいずれかに記載
の透明電極層付基材。
【請求項５】
　前記粒子の直径をＸμｍとし、前記硬化樹脂膜の厚みをＹμｍとした場合に、Ｘ－Ｙ＞
０．６の関係を満たす、請求項１から４のいずれかに記載の透明電極層付基材。
【請求項６】
　透明電極層同士が対向するように配置された第１の透明電極層付基材および第２の透明
電極層付基材と、該透明電極層付基材間に挟持された液晶調光層と、を有する調光フィル
ムであって、
　該第１の透明電極層付基材および第２の透明電極層付基材の少なくとも一方が、請求項
１から５のいずれかに記載の透明電極層付基材である、調光フィルム。
【請求項７】
　前記第１および第２の透明電極層付基材がそれぞれ独立して、請求項１から５のいずれ
かに記載の透明電極層付基材である、請求項６に記載の調光フィルム。
【請求項８】
　２０μｍ～２００μｍの厚みを有する、請求項６または７に記載の調光フィルム。
【請求項９】
　液晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された視認側偏光板と、該液晶セルの視認側と
反対側に配置された背面側偏光板とを備える液晶パネルと；請求項６から８のいずれかに
記載の調光フィルムと；面光源装置と；を、視認側からこの順に備える液晶表示装置であ
って、
　請求項１から５のいずれかに記載の透明電極層付基材が該液晶パネル側になるように、
該調光フィルムが配置されている、液晶表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明電極層付基材ならびに当該透明電極層付基材を用いた調光フィルムおよ
び液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常、液晶表示装置は、視認者の位置が固定されずあらゆる角度から視認される場面（
例えば、電子広告、通常使用のテレビ、パソコン等）で用いられる場合、広視野角が求め
られる。広視野角の実現のため、拡散シート、プリズムシート、広視野角液晶パネル、広
視野角偏光板等を用いた様々な技術が検討されている。その一方で、視認者の位置が狭い
範囲に限定されている場合、のぞき見を防止する等の目的から、狭い視野角での画像表示
が可能な液晶表示装置（例えば、携帯電話、公共の場で用いるノートパソコン、現金自動
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預け払い機、乗り物のシートモニター等に用いられる液晶表示装置）も求められている。
【０００３】
　広視野角と狭視野角とを切り替え可能な液晶表示装置として、特許文献１では、液晶パ
ネルと、視野角制御手段と、プリズムシートと、導光板とを視認側からこの順に備える液
晶表示装置が提案されている。特許文献１の液晶表示装置においては、プリズムシートが
導光板から出光した光を視野角制御手段に集光し、かつ、視野角制御手段が光の透過状態
を変化させることにより、視野角の広狭を制御することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－３１００８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記視野角制御手段として、液晶調光層を一対の透明電極層付基材で挟持した構成を有
する調光フィルムを用いた場合、画面上にニュートンリングが発生し、視認性を低下させ
る場合がある。特に、液晶表示装置のさらなる薄型化を目的として、薄型の調光フィルム
を用いた場合には、ニュートンリングの問題が発生しやすい傾向がある。
【０００６】
　本発明は上記従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところ
は、視野角制御手段として調光フィルムを備える液晶表示装置において、ニュートンリン
グの発生を抑制することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の１つの局面によれば、光透過性基材と、該光透過性基材の一方の側に設けられ
た透明電極層と、他方の側に設けられた第１のハードコート層と、を有する透明電極層付
基材であって、該第１のハードコート層が、硬化樹脂膜と該硬化樹脂膜中に分散した粒子
とを含み、該第１のハードコート層表面において、１ｍｍ２の単位面積に存在する該粒子
数が１５００以上である、透明電極層付基材が提供される。
　１つの実施形態において、上記透明電極層付基材のヘイズ値が、２．０以上である。
　１つの実施形態において、上記光透過性基材と上記透明電極層との間に、屈折率調整層
が設けられている。
　１つの実施形態において、上記光透過性基材が、７０μｍ以下の厚みを有する。
　１つの実施形態において、上記粒子の直径をＸμｍとし、上記硬化樹脂膜の厚みをＹμ
ｍとした場合に、Ｘ－Ｙ＞０．６の関係を満たす。
　本発明の別の局面によれば、透明電極層同士が対向するように配置された第１の透明電
極層付基材および第２の透明電極層付基材と、該透明電極層付基材間に挟持された液晶調
光層と、を有する調光フィルムが提供される。該調光フィルムにおいては、該第１の透明
電極層付基材および第２の透明電極層付基材の少なくとも一方が、上記透明電極層付基材
である。
　１つの実施形態において、上記第１および第２の透明電極層付基材がそれぞれ独立して
、上記透明電極層付基材である。
　１つの実施形態において、上記調光フィルムは、２０μｍ～２００μｍの厚みを有する
。
　本発明のさらに別の局面によれば、液晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された視認
側偏光板と、該液晶セルの視認側と反対側に配置された背面側偏光板とを備える液晶パネ
ルと；上記調光フィルムと；面光源装置と；を、視認側からこの順に備える液晶表示装置
が提供される。該液晶表示装置においては、上記透明電極層付基材が該液晶パネル側にな
るように、該調光フィルムが配置されている。
【発明の効果】
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【０００８】
　本発明によれば、視野角制御手段として用いる調光フィルムにおいて、特定の構成を有
する透明電極層付基材を採用することにより、液晶表示装置におけるニュートンリングの
発生を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、本発明の１つの実施形態による透明電極層付基材の
概略断面図である。
【図２】本発明の１つの実施形態における第１のハードコート層の構成を説明する概略図
である。
【図３】（ａ）および（ｂ）はそれぞれ、本発明の１つの実施形態における調光フィルム
の概略断面図である。
【図４】本発明の１つの実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図５】本発明の１つの実施形態による液晶表示装置に用いられ得る面光源装置を説明す
る概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態について説明するが、本発明はこれらの実施形態には限定され
ない。
【００１１】
Ａ．透明電極層付基材
　透明電極層付基材は、光透過性基材と、該光透過性基材の一方の側に設けられた透明電
極層と、他方の側に設けられ、硬化樹脂膜と該硬化樹脂膜中に分散した粒子とを含むハー
ドコート層（第１のハードコート層）と、を有する。駆動モードに応じて、透明電極層表
面に配向膜が設けられてもよい。透明電極層付基材は、必要に応じて、任意の適切な構成
要素をさらに含むことができる。任意の構成要素としては、屈折率調整層、第２のハード
コート層等が挙げられる。
【００１２】
　透明電極層付基材の厚みは、例えば１０μｍ～１００μｍ、好ましくは１５μｍ～８０
μｍ、より好ましくは１５μｍ～７０μｍ、さらに好ましくは２０μｍ～６０μｍである
。
【００１３】
　透明電極層付基材の表面抵抗値は、好ましくは０．１Ω／□～１０００Ω／□であり、
より好ましくは０．５Ω／□～６００Ω／□であり、さらに好ましくは１Ω／□～４００
Ω／□である。
【００１４】
　透明電極層付基材のヘイズ値（％）は、好ましくは２．０以上であり、より好ましくは
２．０～１５、さらに好ましくは５．０～１２であり、さらにより好ましくは８．０～１
０である。ヘイズ値が２．０未満であると、ニュートンリングの抑制効果が十分に得られ
ない場合がある。一方、ヘイズ値が高すぎると、Ｂ項に記載の調光フィルムを液晶表示装
置に組み込んだ際に、狭視野角モードでの視野角が十分に狭くならない場合がある。
【００１５】
　透明電極層付基材の全光線透過率は、好ましくは５０％以上であり、より好ましくは８
０％～９９％である。
【００１６】
Ａ－１．透明電極層付基材の全体構成
　図１（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、本発明の１つの実施形態による透明電極層付基材の概
略断面図である。図１（ａ）に示す透明電極層付基材１００ａは、光透過性基材１０と、
光透過性基材１０の一方の側に設けられた透明電極層２０と、他方の側に設けられた第１
のハードコート層３０とを有する。
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【００１７】
　図１（ｂ）に示す透明電極層付基材１００ｂは、光透過性基材１０と透明電極層２０と
の間に屈折率調整層４０がさらに設けられている点において、透明電極層付基材１００ａ
と異なっている。また、図１（ｃ）に示す透明電極層付基材１００ｃは、光透過性基材１
０と屈折率調整層４０との間に第２のハードコート層５０がさらに設けられている点にお
いて、透明電極層付基材１００ｂと異なっている。図示しないが、透明電極層付基材は、
光透過性基材と透明電極層との間に屈折率調整層を有さず、第２のハードコート層のみが
設けられた構成であってもよい。
【００１８】
　以下、透明電極層付基材の各構成要素について説明する。
【００１９】
Ａ－２．光透過性基材
　光透過性基材は、代表的には、熱可塑性樹脂を主成分とする高分子フィルムである。上
記熱可塑性樹脂としては、任意の適切な熱可塑性樹脂が用いられ得る。後述の所望の正面
位相差を得る観点から、ポリノルボルネン系樹脂等のシクロオレフィン系樹脂、ポリカー
ボネート系樹脂、アクリル系樹脂等が好ましく用いられ得、なかでも、シクロオレフィン
系樹脂が好ましく用いられ得る。
【００２０】
　上記ポリノルボルネン系樹脂とは、出発原料（モノマー）の一部または全部に、ノルボ
ルネン環を有するノルボルネン系モノマーを用いて得られる（共）重合体をいう。当該ノ
ルボルネン系モノマーとしては、例えば、ノルボルネン、およびそのアルキルおよび／ま
たはアルキリデン置換体、例えば、５－メチル－２－ノルボルネン、５－ジメチル－２－
ノルボルネン、５－エチル－２－ノルボルネン、５－ブチル－２－ノルボルネン、５－エ
チリデン－２－ノルボルネン等、これらのハロゲン等の極性基置換体；ジシクロペンタジ
エン、２，３－ジヒドロジシクロペンタジエン等；ジメタノオクタヒドロナフタレン、そ
のアルキルおよび／またはアルキリデン置換体、およびハロゲン等の極性基置換体、例え
ば、６－メチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オ
クタヒドロナフタレン、６－エチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６
，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチリデン－１，４：５，８－ジメタノ
－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－クロロ－１，４
：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、
６－シアノ－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタ
ヒドロナフタレン、６－ピリジル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，
７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－メトキシカルボニル－１，４：５，８－ジ
メタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン等；シクロペン
タジエンの３～４量体、例えば、４，９：５，８－ジメタノ－３ａ，４，４ａ，５，８，
８ａ，９，９ａ－オクタヒドロ－１Ｈ－ベンゾインデン、４，１１：５，１０：６，９－
トリメタノ－３ａ，４，４ａ，５，５ａ，６，９，９ａ，１０，１０ａ，１１，１１ａ－
ドデカヒドロ－１Ｈ－シクロペンタアントラセン等が挙げられる。
【００２１】
　上記ポリノルボルネン系樹脂としては、種々の製品が市販されている。具体例としては
、日本ゼオン社製の商品名「ゼオネックス」、「ゼオノア」、ＪＳＲ社製の商品名「アー
トン（Ａｒｔｏｎ）」、ＴＩＣＯＮＡ社製の商品名「トーパス」、三井化学社製の商品名
「ＡＰＥＬ」が挙げられる。
【００２２】
　光透過性基材の波長５９０ｎｍにおける正面位相差は、好ましくは５０ｎｍ以下であり
、より好ましくは０ｎｍ～３０ｎｍであり、さらに好ましくは０ｎｍ～１０ｎｍである。
正面位相差値が上記範囲内である場合、Ｂ項に記載の調光フィルムを広視野角と狭視野角
とを切り替え可能な液晶表示装置の視野角表示手段として用いた場合に、より狭い視野角
表示を実現することができる。なお、本明細書において正面位相差（Ｒ０）は、２３℃下
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において、面内の屈折率が最大になる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率をｎｘとし
、面内で遅相軸と直交する方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率をｎｙとし、フィルム
の厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒ０＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる値であり
、特に明記しなければ波長５９０ｎｍにおける値をいう。
【００２３】
　光透過性基材の厚みは、例えば７０μｍ以下であり、好ましくは１０μｍ～７０μｍ、
より好ましくは１５μｍ～６５μｍ、さらに好ましくは２０μｍ～６０μｍである。光透
過性基材が当該範囲の厚みを有することにより、調光フィルムの支持基材としての機能を
果たしつつ、調光フィルムおよび液晶表示装置の薄型化に寄与し得る。
【００２４】
Ａ－３．透明電極層
　透明電極層は、例えば、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化錫
（ＳｎＯ２）等の金属酸化物を用いて形成され得る。この場合、金属酸化物は、アモルフ
ァス金属酸化物であってもよく、結晶化金属酸化物であってもよい。あるいは、透明電極
層は、銀ナノワイヤー（ＡｇＮＷ）等の金属ナノワイヤ、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ
）、有機導電膜、金属層またはこれらの積層体によって形成され得る。透明電極層は、目
的に応じて、所望の形状にパターニングされていてもよい。
【００２５】
　透明電極層の厚みは、例えば０．０１μｍ～０．１０μｍであり、好ましくは０．０１
μｍ～０．０４５μｍである。
【００２６】
　透明電極層は、例えばスパッタリングによって、光透過性基材の片側に形成され得る。
【００２７】
Ａ－４．第１のハードコート層
　図２は、本発明の１つの実施形態における第１のハードコート層の構成を説明する概略
図である。第１のハードコート層３０は、硬化樹脂膜３２と硬化樹脂膜３２中に分散した
粒子３４とを含む。
【００２８】
　第１のハードコート層表面において、１ｍｍ２の単位面積（例えば、１ｍｍ×１ｍｍの
正方形）に存在する粒子数は、１５００以上であり、好ましくは２０００以上であり、よ
り好ましくは２５００以上であり、さらに好ましくは３０００～５０００であり、さらに
より好ましくは３５００～４５００である。このような密度で粒子が分散していることに
より、光を適度かつ均一に拡散することができ、結果として、ニュートンリングの発生を
好適に抑制することができる。
【００２９】
　１つの好ましい実施形態においては、粒子３４の直径をＸμｍとし、硬化樹脂膜３２の
厚みをＹμｍとした場合に、ＸとＹとが、Ｘ－Ｙ＞０．６の関係を満たす。Ｘ－Ｙ＞０．
６の関係を満たすことにより、Ｂ項に記載の調光フィルムを液晶表示装置に組み込んだ場
合に、調光フィルムと隣接する構成要素（例えば、液晶パネル）との距離を十分に確保す
るとともに、第１のハードコート層表面に適度な凹凸を付与して光を散乱させることによ
り、ニュートンリングの発生を抑制することができる。一方、Ｘ－Ｙの値が大きすぎると
、粒子脱落の危険性が高まる場合がある。Ｘ－Ｙは、好ましくは０．８以上であり、より
好ましくは０．９以上であり、さらに好ましくは１．０≦Ｘ－Ｙ≦１．３の関係を満たす
。
【００３０】
　上記硬化樹脂膜は、熱硬化型樹脂、熱可塑型樹脂、紫外線硬化型樹脂、電子線硬化型樹
脂、二液混合型樹脂等の硬化型樹脂を含む樹脂組成物を硬化させることによって形成され
得る。なかでも、紫外線照射による硬化処理にて、簡単に効率よく硬化させることができ
る紫外線硬化型樹脂組成物が好適である。樹脂組成物は、好ましくは重合開始剤（代表的
には、光重合開始剤）をさらに含み、必要に応じて、可塑剤、界面活性剤、酸化防止剤、
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紫外線吸収剤、レベリング剤、チクソトロピー剤、帯電防止剤等の任意の適切な添加剤を
含んでいてもよい。
【００３１】
　紫外線硬化型樹脂としては、ポリエステル系樹脂、アクリル系樹脂、ウレタン系樹脂、
アミド系樹脂、シリコーン系樹脂、エポキシ系樹脂等の各種樹脂が挙げられる。紫外線硬
化型樹脂は、紫外線硬化型のモノマー、オリゴマー、ポリマーを包含する。紫外線硬化型
樹脂の代表例としては、グリシジルアクリレート系重合体にアクリル酸を付加反応させた
ポリマー、あるいは、多官能アクリレート重合体（ペンタエリスリトールやジペンタエリ
スリトール等）が挙げられる。また、ウレタン（メタ）アクリレートも好ましく用いられ
得る。
【００３２】
　１つの実施形態においては、硬化樹脂膜は、重量平均分子量が１００００以上の高分子
量成分と重量平均分子量が１００００未満の低分子量成分とを含む樹脂組成物が硬化され
た樹脂膜である。このような硬化樹脂膜では、重量平均分子量が１００００以上の高分子
量成分に由来する構造がソフトセグメントとして作用し、重量平均分子量が１００００未
満の低分子量成分に由来する構造がハードセグメントとして作用する結果、透明電極層付
基材に耐擦傷性を付与するとともに、屈曲時における耐破断性も付与することができる。
【００３３】
　上記樹脂組成物では、上記高分子量成分および上記低分子量成分の合計量に対して、高
分子量成分の量が９０重量％以下であることが好ましく、８５重量％以下であることがよ
り好ましい。一方、高分子量成分の量の下限は８０重量％以上が好ましい。硬化樹脂膜形
成用の樹脂組成物中の高分子量成分の量を上記範囲内とすることにより、硬化樹脂層膜に
適度な柔軟性を付与することができる。
【００３４】
　上記重量平均分子量が１００００以上の高分子量成分と重量平均分子量が１００００未
満の低分子量成分とを含む樹脂組成物が硬化された樹脂膜の詳細については、特開２０１
５－１１５１７１号公報の記載を参照することができる。当該公報の記載は、その全体が
参考として本明細書に援用され得る。
【００３５】
　上記粒子としては、各種金属酸化物、ガラス、プラスチック等の透明性を有するものを
用いることができる。例えばシリカ、アルミナ、チタニア、ジルコニア、酸化カルシウム
等の無機系粒子、ポリメチルメタクリレート、ポリスチレン、ポリウレタン、アクリル系
樹脂、アクリル－スチレン共重合体、ベンゾグアナミン、メラミン、ポリカーボネート等
の各種ポリマーからなる架橋または未架橋の有機系粒子、シリコーン系粒子等が挙げられ
る。なかでも、有機系粒子が好ましく用いられ、屈折率の観点から、アクリル系樹脂がよ
り好ましい。粒子は、１種または２種以上を適宜に選択して用いることができる。
【００３６】
　硬化樹脂膜の膜厚（Ｙ）は、好ましくは０．４μｍ～２．０μｍ、より好ましくは０．
５μｍ～１．５μｍとすることができる。一方、粒子の直径（Ｘ）は、Ｘ－Ｙが上記所定
の関係（すなわち、Ｘ－Ｙ＞０．６の関係）を満たすことが好ましく、例えば１．０μｍ
～３．０μｍ、好ましくは１．２μｍ～２．５μｍとすることができる。１つの実施形態
において、粒子の直径は硬化樹脂膜の厚みの１５０％を超え、５００％以下であり得、好
ましくは１６０％～４００％、より好ましくは１８０％～３５０％であり得る。なお、本
明細書において、上記粒子の直径（Ｘ）は、粒子分布の極大値を示す最頻粒子径を意味し
、フロー式粒子像分析装置（Ｓｙｓｍｅｘ社製、製品名「ＦＰＴＡ－３０００Ｓ」）を用
いて、所定条件下（Ｓｈｅａｔｈ液：酢酸エチル、測定モード：ＨＰＦ測定、測定方式：
トータルカウント）で測定することによって求められる。測定試料は、粒子を酢酸エチル
で１．０重量％に希釈し、超音波洗浄機を用いて均一に分散させたものを用いる。
【００３７】
　第１のハードコート層は、上記硬化樹脂膜を形成する樹脂組成物および粒子を、必要に
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応じて溶媒、添加剤、触媒等と混合して塗工液を調製し、該塗工液を光透過性基材の一方
の面に塗布および乾燥し、塗膜を硬化することによって形成され得る。塗工液において、
粒子は溶液中に分散されていることが好ましい。塗工液中に粒子を分散させる方法として
は、樹脂組成物溶液に粒子を添加して混合する方法や、予め溶媒中に分散させた粒子を樹
脂組成物溶液に添加する方法等を採用することができる。
【００３８】
　塗工液の固形分濃度は、１重量％～７０重量％が好ましく、２重量％～５０重量％がよ
り好ましく、５重量％～４０重量％がさらに好ましい。
【００３９】
　塗工液の塗布方法としては、例えばディップコート法、エアーナイフコート法、カーテ
ンコート法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法、ダイコート
法、エクストルージョンコート法等が挙げられる。
【００４０】
　塗膜の硬化は、樹脂組成物の種類等に応じて適切に選択される。樹脂組成物が光硬化性
である場合は、必要に応じた波長の光を発する光源を用いて光を照射することによって、
硬化させることができる。照射する光として、例えば、露光量１５０ｍＪ／ｃｍ２以上の
光、好ましくは２００ｍＪ／ｃｍ２～１０００ｍＪ／ｃｍ２の光を用いることができる。
また、例えば３８０ｎｍ以下の波長を有する照射光を用いることができる。なお、光硬化
処理の際に加熱を行ってもよい。
【００４１】
Ａ－５．屈折率調整層
　屈折率調整層は、光透過性基材と透明電極層との間における界面反射を抑制し得る。よ
って、Ｂ項に記載の調光フィルムを視野角表示手段として液晶表示装置に組み込んだ際に
、面光源装置側への反射散乱を低減し、結果として、光透過率の向上に寄与し得る。屈折
率調整層は、単層からなってもよく、２層以上の積層体であってもよい。
【００４２】
　屈折率調整層の屈折率は、１．３～１．８であることが好ましく、１．３５～１．７で
あることがより好ましく、１．４０～１．６５であることがさらに好ましい。これにより
、光透過性基材と透明電極層との間における界面反射を好適に低減できる。
【００４３】
　屈折率調整層は、無機物、有機物、あるいは無機物と有機物との混合物により形成され
る。屈折率調整層を形成する材料としては、ＮａＦ、Ｎａ３ＡｌＦ６、ＬｉＦ、ＭｇＦ２

、ＣａＦ２、ＳｉＯ２、ＬａＦ３、ＣｅＦ３、Ａｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２、Ｔａ２Ｏ５、Ｚｒ
Ｏ２、ＺｎＯ、ＺｎＳ、ＳｉＯｘ（ｘは１．５以上２未満）等の無機物や、アクリル樹脂
、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、アルキド樹脂、シロキサン系ポリマー等
の有機物が挙げられる。特に、有機物として、メラミン樹脂とアルキド樹脂と有機シラン
縮合物の混合物からなる熱硬化型樹脂を使用することが好ましい。
【００４４】
　屈折率調整層は、平均粒径が１ｎｍ～１００ｎｍのナノ微粒子を含んでいてもよい。屈
折率調整層中にナノ微粒子を含有することによって、屈折率調整層自体の屈折率の調整を
容易に行うことができる。
【００４５】
　屈折率調整層中のナノ微粒子の含有量は０．１重量％～９０重量％であることが好まし
い。また、屈折率調整層中のナノ微粒子の含有量は１０重量％～８０重量％であることが
より好ましく、２０重量％～７０重量％であることがさらに好ましい。
【００４６】
　ナノ微粒子を形成する無機酸化物としては、例えば、酸化ケイ素（シリカ）、中空ナノ
シリカ、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウム、酸化ニ
オブ等が挙げられる。これらの中でも、酸化ケイ素（シリカ）、酸化チタン、酸化アルミ
ニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウム、酸化ニオブが好ましい。これらは１種を
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単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００４７】
　屈折率調整層の厚みは、１０ｎｍ～２００ｎｍであることが好ましく、２０ｎｍ～１５
０ｎｍであることがより好ましく、３０ｎｍ～１３０ｎｍであることがさらに好ましい。
屈折率調整層の厚みが過度に小さいと連続被膜となりにくい。また、屈折率調整層の厚み
が過度に大きいと、光透過状態における調光フィルムの透明性が低下したり、クラックが
生じ易くなる傾向がある。
【００４８】
　屈折率調整層は、上記の材料を用いて、ウエット法、グラビアコート法やバーコート法
等の塗工法、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法等により形成でき
る。
【００４９】
Ａ－６．第２のハードコート層
　第２のハードコート層は、硬化型樹脂を含む樹脂組成物が硬化された硬化型樹脂膜であ
り、代表的には、粒子を含まない。粒子を含まない第２のハードコート層によれば、光透
過性基材に耐衝撃性および耐擦傷性を付与し、さらには平滑な表面を提供することから、
その上に優れた密着性で屈折率調整層および／または透明電極層を形成することができる
。
【００５０】
　硬化樹脂膜を形成する樹脂組成物としては、第１のハードコート層を構成する硬化樹脂
膜と同様の説明を適用することができる。第１のハードコート層を構成する硬化樹脂膜と
第２のハードコート層を構成する硬化樹脂膜とは、樹脂の組成が同じであってもよく、異
なっていてもよい。
【００５１】
　第２のハードコート層の厚みは、好ましくは０．５μｍ～２．０μｍ、より好ましくは
０．８μｍ～１．５μｍとすることができる。
【００５２】
　第２のハードコート層の形成方法については、第１のハードコート層の形成方法と同様
の説明を適用することができる。
【００５３】
Ｂ．調光フィルム
　本発明の別の局面によれば、透明電極層同士が対向するように配置された第１の透明電
極層付基材および第２の透明電極層付基材と、該透明電極層付基材間に挟持された液晶調
光層と、を有する調光フィルムが提供される。該調光フィルムにおいて、第１の透明電極
層付基材および第２の透明電極層付基材のいずれか一方または両方がＡ項に記載の透明電
極層付基材である。
【００５４】
　後述するとおり、調光フィルムは、液晶調光層への電圧の印加に応じて透過光の散乱状
態（結果として、ヘイズ）を変化させることができる。よって、液晶表示装置に組み込ま
れた場合に、調光フィルムを低ヘイズ状態（光透過状態）とすることによって、背面側か
ら入射した光をそのまま透過させて、狭視野角表示を好適に実現することができる。また
、高ヘイズ状態（光散乱状態）とすることによって、背面側から入射した光を散乱させて
、広視野角表示を好適に実現することができる。
【００５５】
　調光フィルムの全体厚みは、例えば２０μｍ～２００μｍ、好ましくは３０μｍ～１８
０μｍ、より好ましくは４０μｍ～１５０μｍである。
【００５６】
Ｂ－１．調光フィルムの全体構成
　図３（ａ）は、本発明の１つの実施形態における調光フィルムの概略断面図である。調
光フィルム２００ａは、第１の透明電極層付基材１００ｄおよび第２の透明電極層付基材
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１００ｅと、該透明電極層付基材１００ｄと１００ｅとの間に挟持された液晶調光層１２
０と、を有する。当該図示例においては、第１の透明電極層付基材１００ｄおよび第２の
透明電極層付基材１００ｅはそれぞれ、Ａ項に記載の透明電極層付基材であり、光透過性
基材１０と、光透過性基材１０の一方の側（液晶調光層１２０側）に設けられた透明電極
層２０と、他方の側に設けられた第１のハードコート層３０とを有する。
【００５７】
　図３（ｂ）は、本発明の別の実施形態における調光フィルムの概略断面図である。調光
フィルム２００ｂは、第１の透明電極層付基材１００ｆおよび第２の透明電極層付基材１
００ｇと、該透明電極層付基材１００ｆと１００ｇとの間に挟持された液晶調光層１２０
と、を有する。当該図示例においては、第１の透明電極層付基材１００ｆは、Ａ項に記載
の透明電極層付基材であり、光透過性基材１０と、光透過性基材１０の一方の側（液晶調
光層１２０側）に設けられた透明電極層２０と、他方の側に設けられた第１のハードコー
ト層３０とを有する。一方、第２の透明電極層付基材１００ｇは、光透過性基材１０と、
光透過性基材１０の一方の側（液晶調光層１２０側）に設けられた透明電極層２０とを有
するが、第１のハードコート層３０を有さない。
【００５８】
Ｂ－２．透明電極層付基材
　第１の透明電極層付基材および第２の透明電極層付基材の少なくとも一方は、Ａ項に記
載の透明電極層付基材である。好ましくは、第１の透明電極層付基材および第２の透明電
極層付基材の両方がＡ項に記載の透明電極層付基材である。第１の透明電極層付基材およ
び第２の透明電極層付基材両者はそれぞれ、同じ構成であってもよく、異なる構成であっ
てもよい。
【００５９】
　第１の透明電極層付基材および第２の透明電極層付基材のいずれか一方として、Ａ項に
記載の透明電極層付基材以外の他の透明電極層付基材が用いられる場合、当該他の透明電
極層付基材としては、光透過性基材と、光透過性基材の一方の側に設けられた透明電極層
とを有する任意の適切な導電性基材が用いられ得、第１のハードコート層を有さないこと
以外は、Ａ項に記載の透明電極層付基材と同様の説明が適用できる。
【００６０】
Ｂ－３．液晶調光層
　液晶調光層は、代表的には、樹脂マトリクス中に液晶化合物が分散した構造を有する。
具体例としては、高分子分散型液晶を含む調光層、高分子ネットワーク型液晶を含む調光
層等が挙げられる。高分子分散型液晶は、高分子内において液晶が相分離した構造を有し
ている。高分子ネットワーク型液晶は、高分子ネットワーク中に液晶が分散された構造を
有しており、高分子ネットワーク中の液晶は、連続相を有している。当該液晶調光層にお
いては、電圧の印加量に対応する液晶化合物の配向度の変化を介して透過光の散乱状態を
変化させ、これにより、光透過状態と光散乱状態とを切り替えることができる。
【００６１】
　１つの実施形態において、液晶調光層は、電圧が印加されることにより光透過状態とな
り、電圧が印加されていない状態で光散乱状態となる（ノーマルモード）。この実施形態
においては、電圧無印加時においては液晶化合物が配向していないために光散乱状態とな
り、電圧の印加によって液晶化合物が配向して液晶化合物の屈折率と樹脂マトリクスの屈
折率とが揃う結果、光透過状態となる。
【００６２】
　別の実施形態において、液晶調光層は、電圧が印加されることにより光散乱状態となり
、電圧が印加されていない状態で光透過状態となる（リバースモード）。この実施形態に
おいては、透明電極層表面に設けられた配向膜によって電圧無印加時に液晶化合物が配向
して光透過状態となり、電圧の印加によって液晶化合物の配向が乱れて光散乱状態となる
。
【００６３】
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　上記液晶化合物としては、非重合型の任意の適切な液晶化合物が用いられる。例えば、
ネマティック型、スメクティック型、コレステリック型液晶化合物が挙げられる。透過モ
ードにおいて優れた透明性を実現する観点からは、ネマティック型液晶化合物を用いるこ
とが好ましい。上記ネマティック型液晶化合物としては、ビフェニル系化合物、フェニル
ベンゾエート系化合物、シクロヘキシルベンゼン系化合物、アゾキシベンゼン系化合物、
アゾベンゼン系化合物、アゾメチン系化合物、ターフェニル系化合物、ビフェニルベンゾ
エート系化合物、シクロヘキシルビフェニル系化合物、フェニルピリジン系化合物、シク
ロヘキシルピリミジン系化合物、コレステロール系化合物等が挙げられる。
【００６４】
　液晶調光層における液晶化合物の含有割合は、例えば１０重量％以上、好ましくは３０
重量％以上、より好ましくは３５重量％以上、さらに好ましくは４０重量％以上である。
該含有割合は、例えば９０重量％以下、好ましくは７０重量％以下である。
【００６５】
　上記樹脂マトリクスを形成する樹脂としては、光透過率、上記液晶化合物の屈折率等に
応じて適切に選択され得る。例えば、ウレタン系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂、ポ
リエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、アクリル系樹脂等の水溶性樹脂または水分散
性樹脂および液晶ポリマー、（メタ）アクリル系樹脂、シリコーン系樹脂、エポキシ系樹
脂、フッ素系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリイミド樹脂等の放射線硬化型樹脂が挙げら
れる。
【００６６】
　液晶調光層におけるマトリクス樹脂の含有割合は、例えば９０重量％以下、好ましくは
７０重量％以下、より好ましくは６５重量％以下、さらに好ましくは６０重量％以下であ
る。また、該含有割合は、例えば１０重量％以上、好ましくは３０重量％以上である。
【００６７】
　液晶調光層の厚みは、好ましくは２μｍ～３０μｍ、より好ましくは３μｍ～２０μｍ
、さらに好ましくは５μｍ～１５μｍである。
【００６８】
　液晶調光層は、任意の適切な方法で作製され得る。具体例としては、エマルション方式
および相分離方式の作製方法が挙げられる。
【００６９】
　エマルション方式の液晶調光層の作製方法は、例えば、一方の透明電極層付基材の透明
電極層面に、マトリクス形成用樹脂と液晶化合物とを含むエマルション塗工液を塗工して
塗工層を形成すること、および、該塗工層を乾燥させて該マトリクス形成用樹脂に樹脂マ
トリクスを形成させること、を含む。該エマルション塗工液は、好ましくはマトリクス形
成用樹脂と塗工溶剤の混合液を連続相に含み、液晶化合物を分散相に含むエマルションで
ある。エマルション化された塗工液を塗工および乾燥することにより、樹脂マトリクス中
に液晶化合物が分散された構成を有する液晶調光層が形成され得る。代表的には、該液晶
調光層上に他方の透明電極層付樹脂基材を積層することにより、調光フィルムが得られる
。
【００７０】
　相分離方式の液晶調光層の作製方法は、例えば、一方の透明電極層付基材の透明電極層
面に、放射線硬化型のマトリクス形成用樹脂と液晶化合物とを含む塗工液を塗工して塗工
層を形成すること、塗工層上に他方の透明電極層付樹脂基材を積層して積層体を形成する
こと、および、該積層体に放射線を照射してマトリクス形成用樹脂を重合させることによ
り樹脂マトリクスと液晶化合物とを相分離させること、を含む。塗工液は、好ましくは均
一相状態である。代替的には、スペーサーを介して積層された第１の透明電極層付基材と
第２の透明電極層付基材との間に塗工液を充填し、その後、放射線照射による相分離が行
われ得る。
【００７１】
Ｃ．液晶表示装置
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　本発明のさらに別の局面によれば、液晶表示装置が提供される。該液晶表示装置は、液
晶セルと、該液晶セルの視認側に配置された視認側偏光板と、該液晶セルの視認側と反対
側に配置された背面側偏光板とを備える液晶パネルと；調光フィルムと；面光源装置と；
を、視認側からこの順に備える。当該構成を有する液晶表示装置によれば、調光フィルム
が光透過状態下では、面光源装置から出射された光がそのまま調光フィルムを透過できる
結果、狭視野角表示を好適に実現することができる。また、調光フィルムを光散乱状態と
することにより、面光源装置から出射された光を散乱させて、広視野角表示に切り替える
ことができる。
【００７２】
Ｃ－１．液晶表示装置の全体構成
　図４は、本発明の１つの実施形態による液晶表示装置３００を説明する図である。本実
施形態の液晶表示装置３００は、液晶セル３１２と、液晶セル３１２の視認側に配置され
た視認側偏光板３１４と、液晶セル３１２の視認側と反対側に配置された背面側偏光板３
１６とを備える液晶パネル３１０と；調光フィルム２００と；調光フィルム２００に向か
って光を出射する面光源装置３２０と；を視認側からこの順に備える。
【００７３】
　上記液晶表示装置３００において、隣接する各光学部材は、好ましくは、接着剤層、粘
着剤層等の接着層を介して互いに貼り合わせられることなく、近接または接触して配置さ
れる。隣接する光学部材が、接着層を介することなく近接または接触して配置される場合
にニュートンリングが発生しやすいことから、本発明の効果が好適に得られ得る。
【００７４】
Ｃ－２．液晶パネル
　液晶パネル３１０は、代表的には、液晶セル３１２と、該液晶セルの視認側に配置され
た視認側偏光板３１４と、該液晶セルの視認側と反対側（背面側）に配置された背面側偏
光板３１６とを備える。図示しないが、背面側偏光板３１６の背面側に、粘着剤層または
光拡散付粘着剤層を介して、反射型偏光子をさらに設けてもよい。視認側偏光板３１４お
よび背面側偏光板３１６は、それぞれの吸収軸が実質的に直交または平行となるようにし
て配置され得る。
【００７５】
　液晶セルは、一対の基板と、当該基板間に挟持された表示媒体としての液晶層とを有す
る。一般的な構成においては、一方の基板に、カラーフィルター及びブラックマトリクス
が設けられており、他方の基板に、液晶の電気光学特性を制御するスイッチング素子と、
このスイッチング素子にゲート信号を与える走査線及びソース信号を与える信号線と、画
素電極及び対向電極とが設けられている。上記基板の間隔（セルギャップ）は、スペーサ
ー等によって制御できる。上記基板の液晶層と接する側には、例えば、ポリイミドからな
る配向膜等を設けることができる。
【００７６】
　１つの実施形態においては、液晶層は、電界が存在しない状態でホモジニアス配列に配
向させた液晶分子を含む。このような液晶層（結果として、液晶セル）は、代表的には、
ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの３次元屈折率を示す。なお、本明細書において、ｎｙ＝ｎｚとは、ｎ
ｙとｎｚが完全に同一である場合だけでなく、ｎｙとｎｚとが実質的に同一である場合も
包含する。このような３次元屈折率を示す液晶層を用いる駆動モードの代表例としては、
インプレーンスイッチング（ＩＰＳ）モード、フリンジフィールドスイッチング（ＦＦＳ
）モード等が挙げられる。なお、上記のＩＰＳモードは、Ｖ字型電極又はジグザグ電極等
を採用した、スーパー・インプレーンスイッチング（Ｓ－ＩＰＳ）モードや、アドバンス
ド・スーパー・インプレーンスイッチング（ＡＳ－ＩＰＳ）モードを包含する。また、上
記のＦＦＳモードは、Ｖ字型電極又はジグザグ電極等を採用した、アドバンスド・フリン
ジフィールドスイッチング（Ａ－ＦＦＳ）モードや、ウルトラ・フリンジフィールドスイ
ッチング（Ｕ－ＦＦＳ）モードを包含する。
【００７７】
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　別の実施形態においては、液晶層は、電界が存在しない状態でホメオトロピック配列に
配向させた液晶分子を含む。このような液晶層（結果として、液晶セル）は、代表的には
、ｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙの３次元屈折率を示す。電界が存在しない状態でホメオトロピック配
列に配向させた液晶分子を用いる駆動モードとしては、例えば、バーティカル・アライメ
ント（ＶＡ）モードが挙げられる。ＶＡモードは、マルチドメインＶＡ（ＭＶＡ）モード
を包含する。
【００７８】
　視認側偏光板および背面側偏光板はそれぞれ、代表的には、偏光子と、その少なくとも
片側に配置された保護層とを有する。背面側偏光板の保護層表面には、紫外線硬化型アク
リル樹脂等のハードコート層またはアンチグレア付ハードコート層等を設けてもよい。偏
光子は、代表的には吸収型偏光子である。
【００７９】
　上記吸収型偏光子の波長５８９ｎｍの透過率（単体透過率ともいう）は、好ましくは４
１％以上であり、より好ましくは４２％以上である。なお、単体透過率の理論的な上限は
５０％である。また、偏光度は、好ましくは９９．５％～１００％であり、更に好ましく
は９９．９％～１００％である。上記の範囲であれば、液晶表示装置に用いた際に正面方
向のコントラストをより一層高くすることができる。
【００８０】
　上記偏光子としては、任意の適切な偏光子が用いられる。例えば、ポリビニルアルコー
ル系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチレン・酢酸ビニ
ル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や二色性染料等の
二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水処理物やポリ塩
化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。これらの中でも、ポ
リビニルアルコール系フィルムにヨウ素等の二色性物質を吸着させて一軸延伸した偏光子
が、偏光二色比が高く、特に好ましい。偏光子の厚みは、好ましくは、０．５μｍ～８０
μｍである。
【００８１】
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて一軸延伸した偏光子は、代表的
には、ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３
倍～７倍に延伸することで作製される。延伸は染色した後に行ってもよいし、染色しなが
ら延伸してもよいし、延伸してから染色してもよい。延伸、染色以外にも、例えば、膨潤
、架橋、調整、水洗、乾燥等の処理が施されて作製される。
【００８２】
　上記保護層としては、任意の適切なフィルムが用いられる。このようなフィルムの主成
分となる材料の具体例としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセルロース系樹
脂や、（メタ）アクリル系、ポリエステル系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネー
ト系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリス
チレン系、ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、アセテート系等の透明樹脂等が挙げ
られる。また、アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン
系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等も挙げられる。この他にも、例えば、シロ
キサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも挙げられる。また、特開２００１－３４３５
２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマーフィルムも使用できる。このフィ
ルムの材料としては、例えば、側鎖に置換または非置換のイミド基を有する熱可塑性樹脂
と、側鎖に置換または非置換のフェニル基ならびにニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含
有する樹脂組成物が使用でき、例えば、イソブテンとＮ－メチルマレイミドからなる交互
共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体とを有する樹脂組成物が挙げられる。
上記ポリマーフィルムは、例えば、前記樹脂組成物の押出成形物であり得る。
【００８３】
　上記反射型偏光子としては、自然光から直線偏光を、直交する軸方向で反射／透過する
ことで、分離させる機能を有するものであれば、任意の適切なものが採用され得る。例え
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ば、グリッド型偏光子（ワイヤーグリッド偏光子）、屈折率差を有する２種類以上の材料
による２層以上の多層薄膜積層体、ビームスプリッター等に用いられる屈折率の異なる蒸
着多層薄膜、屈折率差を有する２種以上の材料による２層以上の複屈折層多層薄膜積層体
、屈折率差を有する２種以上の樹脂を用いた２層以上の樹脂積層体を延伸したものが挙げ
られる。具体的には、延伸により位相差を発現する材料（例えば、ポリエチレンナフタレ
ート、ポリエチレンテレフタレート、ポリカーボネート）またはアクリル系樹脂（例えば
、ポリメチルメタクリレート）と、位相差発現量の少ない樹脂（例えば、ＪＳＲ社製のア
ートンのようなノルボルネン系樹脂）とを交互に積層した多層積層体を一軸延伸して得ら
れるものを用いることができる。市販品としては、例えば、日東電工社製の商品名「ニポ
ックスＡＰＣＦ」、３Ｍ社製の商品名「ＤＢＥＦ」が挙げられる。反射型偏光子の厚みは
、代表的には２５μｍ～２００μｍ程度である。
【００８４】
Ｃ－３．調光フィルム
　調光フィルムとしては、Ｂ項に記載の調光フィルムが用いられる。調光フィルムが有す
る第１の透明電極層付基材および第２の透明電極層付基材のいずれか一方のみがＡ項に記
載の透明電極層付基材である場合、本発明の効果を好適に得る観点から、当該Ａ項に記載
の透明電極層付基材が視認側（液晶パネル側）となるように配置され得る。
【００８５】
Ｃ－４．面光源装置
　面光源装置としては、調光フィルムに対向する出光面の略法線方向に指向性を有する光
を出射する面光源装置が好ましく用いられ得る。このような指向性を有する光を出射する
面光源装置を用いることにより、狭視野角表示の際の視野角をより狭くすることができる
。ここで、「略法線方向」とは、法線方向から所定の角度内の方向、例えば、法線方向か
ら±１０°の範囲内の方向を包含する。また、「略法線方向に指向性を有する光」とは、
出光面に直交する１つの平面において輝度の強度分布の最大強度のピークが該出光面に対
して略法線方向にある強度分布を有する光であって、例えば、極角４０°以上の輝度が、
法線方向（極角０°）の輝度に対して２％以下であることが好ましく、極角５０°以上の
輝度が法線方向（極角０°）の輝度に対して１％以下であることがより好ましい。なお、
極角とは液晶表示装置の法線方向（正面方向）と液晶表示装置からの出射光とのなす角を
いう。
【００８６】
　出光面の略法線方向に指向性を有する光を出射する面光源装置としては、薄型化の観点
から、光源部と；該光源部からの光を、該光源部に対向する側面（入光面）から入射させ
、視認側表面（出光面）から出射する導光板と；を備えるエッジライト方式の面光源装置
が好ましく用いられる。エッジライト方式の面光源装置は、光源部を導光板の１つの側面
に沿って配置した１灯式と呼ばれる面光源装置であってもよく、光源部を導光板の対向す
る２つの側面に沿ってそれぞれ配置した２灯式と呼ばれる面光源装置であってもよい。
【００８７】
　光源部は、導光板の側面に沿って配列された複数の点光源から構成され得る。点光源と
しては、指向性の高い光を出射する光源が好ましく、例えば、ＬＥＤを用いることができ
る。
【００８８】
　導光板は、上記指向性を有する光を出射可能な構成を有し得る。このような導光板とし
ては、例えば特開２０００－１７１７９８号公報、特開２００５－１２８３６３号公報等
に記載の導光板を用いることができる。あるいは、導光板は、米国特許第５３９６３５０
号、米国特許第５５５５３２９号、特開２００１－３０５３０６号公報、特許３０７１５
３８号等に示すように、プリズムシート、ルーバーシート等の他の光学部材と協働して上
記指向性を有する光を出射可能な構成とされてもよい。
【００８９】
　面光源装置は、輝度向上等を目的として、反射板等の任意の適切な光学部材をさらに含
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んでもよい。反射板は、代表的には、導光板の背面側に配置される。
【００９０】
　１つの実施形態において、出光面から該出光面の略法線方向に指向性を有し、かつ、特
定方向に振動する直線偏光成分を高い比率で含む光を出射する面光源装置が用いられ得る
。このように指向性を有する偏光または部分偏光を、その振動方向が背面側偏光板の透過
軸と平行となるように液晶パネルに入射させることにより、光の利用効率を向上させるこ
とができるとともに、狭視野角設定時の視野角をより狭くすることができる。
【００９１】
　上記特定方向に振動する直線偏光成分は、例えば、導光板の光の導光方向と略平行な面
内で振動する偏光成分（例えば、Ｐ偏光成分）または該面に垂直な方向に振動する偏光成
分（例えば、Ｓ偏光成分）であり得、Ｐ偏光成分であることがより好ましい。上記指向性
を有し、かつ、Ｐ偏光成分を高い比率で含む光を、Ｐ偏光成分の振動方向と背面側偏光板
の透過軸方向とを一致させて液晶パネルに入射させることにより、Ｓ偏光成分を高い比率
で含む光を用いる場合に比べて狭視野角設定時の視野角をさらに狭くすることができる。
正面位相差が小さい光透過性基材を用いて構成された調光フィルムを用いる場合、面光源
装置から出射される光を、その指向性および偏光状態を実質的に変化させることなく液晶
パネルに入射させることができることから、当該効果がより好適に得られ得る。
【００９２】
　面光源装置から出射される光は、上記特定方向に振動する直線偏光成分を好ましくは５
２％以上、より好ましくは５５％以上含んでもよい。該直線偏光成分の比率の上限は、理
想的には１００％であり、１つの実施形態においては６０％であり、別の実施形態におい
ては５７％であり得る。なお、面光源装置から出射される光における上記直線偏光成分の
割合は、例えば、特開２０１３－１９０７７８号公報に記載の方法に従って求めることが
できる。
【００９３】
　図５は、出光面から該出光面の略法線方向に指向性を有し、かつ、特定方向に振動する
直線偏光成分（代表的には、Ｐ偏光成分）を高い比率で含む光を出射する面光源装置の一
例を説明する概略図である。図５に例示する面光源装置３２０は、側面から光を入射させ
、視認側表面から出射する導光板３２２と、導光板３２２の側面（入光面）に沿って所定
の間隔で配置されている複数の点光源３２４ａを含む光源部３２４と、導光板３２２の視
認側に配置され、背面側に凸部を有するプリズムシート３２６と、導光板３２２の背面側
に配置される反射板３２８と、を備える。上記面光源装置３２０においては、導光板３２
２が、横方向からの光を厚さ方向に偏向するとともに、特定方向に振動する直線偏光成分
（代表的には、Ｐ偏光成分）を高い比率で含む光として出射し、背面側に凸部を有するプ
リズムシート３２６が、該光の偏光状態を実質的に変化させることなく、その進行方向を
出光面の法線方向に近づけることができる。このような面光源装置の詳細については、例
えば、特開２０１３－１９０７７８号公報または特開２０１３－１９０７７９号公報を参
照することができる。
【００９４】
　なお、図５において、導光板の光の導光方向と直交する方向（点光源の配列方向）をＸ
方向、導光板の光の導光方向をＹ方向、出光面の法線方向をＺ方向とすると、ＹＺ面内で
振動する偏光成分をＰ偏光成分、ＹＺ面に垂直な方向に振動する偏光成分をＳ偏光成分と
いうことができる。
【００９５】
　出光面から該出光面の略法線方向に指向性を有し、かつ、特定方向に振動する直線偏光
成分を高い比率で含む光を出射する面光源装置の他の例としては、特開平９－５４５５６
号公報に記載の面光源装置、偏光ビームスプリッター、偏光変換素子等を用いた面光源装
置（例えば、特開２０１３－１６４４３４号公報、特開２００５－１１５３９号公報、特
開２００５－１２８３６３号公報、特開平０７－２６１１２２号公報、特開平０７－２７
０７９２ 号公報、特開平０９－１３８４０６号公報、特開２００１－３３２１１５号公



(16) JP 2020-76919 A 2020.5.21

10

20

30

40

50

報等に記載のもの）等が挙げられる。
【００９６】
Ｃ－５．液晶表示装置の作製方法
　上記液晶表示装置は、例えば、液晶パネル、調光フィルム、面光源装置等の光学部材を
所定の構成となるように筐体内に配置することによって作製され得る。例えば、出光面か
ら該出光面の略法線方向に指向性を有し、かつ、特定方向に振動する直線偏光成分を高い
比率で含む光を出射する面光源装置を用いる場合、該面光源装置は、該直線偏光成分（好
ましくはＰ偏光成分）の振動方向が液晶パネルの背面側偏光板の透過軸と平行になるよう
に配置される。これにより、光利用効率の向上および更なる狭視野角表示が実現され得る
。具体的には、図５に例示した面光源装置は、好ましくは導光板の光の導光方向（換言す
れば、出射されるＰ偏光成分の振動方向またはＹ方向）が液晶表示パネルの背面側偏光板
の透過軸と平行になるように配置される。
【実施例】
【００９７】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例には限定さ
れない。実施例における試験および評価方法は以下のとおりである。また、特に明記しな
い限り、実施例における「部」および「％」は重量基準である。
【００９８】
≪ヘイズの測定≫
　ＪＩＳ　Ｋ－７１３６に準拠し、（株）村上色彩技術研究所製のヘイズメーター（商品
名ＨＭ－１５０）を用いて光学フィルムのヘイズを測定した。
≪膜厚の測定≫
　第１のハードコート層、屈折率調整層および透明電極層の厚さは、大塚電子社製の瞬間
マルチ測光システム「ＭＣＰＤ２０００」（商品名）を用い、フィルムの幅方向に等間隔
の５点について測定した干渉スペクトルの波形を基礎に平均値を算出して求めた。その他
の厚さに関しても、瞬間マルチ測光システム「ＭＣＰＤ２０００」で測定した。
≪単位面積あたりの粒子数≫
　光学顕微鏡（キーエンス社製）を用いて、１０倍の倍率で視野が１．４５ｍｍ２になる
ように、透明電極層付基材の上面を撮影した。撮影した画像中の凸部（粒子）の個数を数
え、１．００ｍｍ２あたりの個数として算出した。
≪全光線透過率の測定≫
　ＪＩＳ　Ｋ７３６１「プラスチック－透明材料の全光線透過率の試験方法」に規定の方
法に準じ、（株）村上色彩技術研究所製のヘイズメーター（商品名ＨＭ－１５０）を用い
て、全光線透過率（Ｔｔ）を測定した。
【００９９】
［実施例１］
　次のようにして、透明電極層付基材を作製した。
（光透過性基材）
　光透過性基材として、厚み４０μｍのノルボルネン系樹脂フィルム（日本ゼオン社製、
商品名「ゼオノアフィルム」、以下、「ＣＯＰフィルム」という）を用いた。
【０１００】
（第１のハードコート層）
　最頻粒子径１．８μｍの単分散粒子（綜研化学社製、商品名「ＭＸ１８０ＴＡＮ」)　
０．９重量部とＵＶ硬化型ウレタンアクリレート樹脂であるＤＩＣ社製、商品名「ユニデ
ィックＥＬＳ－８８８」　８０重量部およびＤＩＣ社製、商品名「ユニディックＲＳ２８
－６０５」　２０重量部とを混合した樹脂組成物溶液を調製した。調製した樹脂組成物溶
液を、ＣＯＰフィルムの一方の面に塗布し、８０℃で、１分間乾燥した後、直ちにオゾン
タイプ高圧水銀灯（ＵＶ強度１８０ｍＷ／ｃｍ２、積算光量：２３０ｍＪ／ｃｍ２）で紫
外線照射を行って、硬化樹脂膜の厚みが１．０μｍである第１のハードコート層を形成し
た。
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【０１０１】
（第２のハードコート層の形成）
　上記ＣＯＰフィルムの他方の面に、ＵＶ硬化型ウレタンアクリレート樹脂であるＤＩＣ
社製、商品名「ユニディックＥＬＳ－８８８」　８０重量部およびＤＩＣ社製、商品名「
ユニディックＲＳ２８－６０５」　２０重量部を混合した樹脂組成物溶液を塗布し、８０
℃で１分間乾燥した後、直ちにオゾンタイプ高圧水銀灯（ＵＶ強度１６０ｍＷ／ｃｍ２、
積算光量：２３０ｍＪ／ｃｍ２）で紫外線照射を行って、厚み１．０μｍの第２のハード
コート層を形成した。
【０１０２】
(屈折率調整層)
　第２のハードコート層の表面に、有機無機複合成分である屈折率調整剤（ＪＳＲ社製、
商品名「オプスターＺ７４１２」：無機成分としてメジアン径４０ｎｍの酸化ジルコニア
粒子を含む屈折率が１．６２の有機無機複合材料）を、グラビアコーターを用いて塗布し
、６０℃で１分間加熱することにより塗膜を乾燥させた。その後、高圧水銀ランプにて、
積算光量２５０ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して硬化処理を施すことで、厚さ８５ｎｍ、
屈折率１．６２の屈折率調整層を形成した。
【０１０３】
（透明電極層）
　平行平板式の巻取式マグネトロンスパッタ装置に、酸化インジウムと酸化スズとを９０
：１０または９６.７：３．３の重量比で含有する焼結体ターゲットを装着した。その後
、アルゴンガス８０％,酸素ガス２０％からなる５．３×１０－１Ｐａの雰囲気中、反応
性スパッタリングにより成膜を行い、屈折率調整層上に厚さ２５ｎｍの透明電極層を形成
した。
【０１０４】
　以上のようにして、［透明電極層／屈折率調整層／第２のハードコート層／光透過性基
材／第１のハードコート層］の構成を有する透明電極層付基材を作製した。得られた透明
電極層の表面抵抗を四端子法で測定したところ３４０Ω/□であった。
【０１０５】
［実施例２、３および比較例１］
　粒子添加量を変えた以外は実施例１と同様にして透明電極層付基材を作製した。
【０１０６】
　上記実施例および比較例で得られた透明電極層付基材について、ヘイズおよび全光線透
過率を測定した。また、下記方法によってニュートンリング性を評価した。第１のハード
コート層の構成と合わせて、評価結果を表１に示す。
（ニュートンリング性評価）
　ノートパソコン（ＨＰ社製、製品名「ＥｌｉｔｅＢｏｏｋ　ｘ３６０」）に搭載されて
いた[視認側偏光板／液晶セル（解像度１６７ｐｐｉ）／背面側偏光板]の構成を有する１
３．３インチ液晶パネルから、視認側偏光板、背面側偏光板を剥がし、代わりに、日東電
工社製の偏光板（製品名「ＣＶＴ１７６４ＦＣＵＨＣ」）を、視認側偏光板の透過軸がパ
ネル長辺軸と平行になるように、日東電工社製の偏光板（製品名「ＣＶＴ１７６４ＦＣＵ
」）を背面側偏光板の透過軸がパネルの短辺軸と平行になるように貼り付けて、液晶パネ
ルを得た。なお、背面側偏光板の背面側表面は、平滑なトリアセチルロース（ＴＡＣ）フ
ィルムである。
　上記液晶パネルと、同じくノートパソコン（ＨＰ社製、製品名「ＥｌｉｔｅＢｏｏｋ　
ｘ３６０」）の面光源装置との間に、第１のハードコート層表面が背面側偏光板側になる
よう透明電極層付基材を挿入した。面光源装置を透明電極層付基材と共に液晶パネルに押
し当て、全面に白画面を表示したときに、画面に生じるニュートンリングを以下の評価基
準に基づいて目視検査にて判定した。なお、面光源装置の表面はマット性の光学フィルム
であり、透明電極層付基材を挿入しない場合、画面上にニュートンリングは発生しなかっ
た。
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≪評価基準≫
〇：画面から３０ｃｍの距離、画面から５ｃｍの距離でも、画面上にニュートンリングが
認知されず、全面が均一な白表示である。
△：画面から５ｃｍの距離で、画面上に緑色と赤色の干渉縞からなるニュートンリングが
認知されるものが、色は非常に弱く、３０ｃｍ以上距離を離すとニュートンリングは認知
されず全面が均一な白表示である。
×：画面から５ｃｍの距離で、画面上に緑と赤の干渉縞からなるニュートンリングが発生
し、かつ、その色が強いために、画面から３０ｃｍの距離でも、全面にニュートンリング
が認知される。
【０１０７】
【表１】

【０１０８】
　上記のとおり、実施例の透明電極層付基材は、液晶パネルの背面側偏光板に近接して配
置された際に、ニュートンリングの発生を好適に抑制することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明は、携帯電話、ノートパソコン等の液晶表示装置に好適に用いられ得る。
【符号の説明】
【０１１０】
　１０　　光透過性基材
　２０　　透明電極層
　３０　　第１のハードコート層
１００　　透明電極層付基材
１２０　　液晶調光層
２００　　調光フィルム
３００　　液晶表示装置
３１０　　液晶パネル
３２０　　面光源装置
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